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２０１８年９月から開始した「いのちと健康を脅

かす、高すぎる国保料（税）の引き下げを求める」

都議会に対する陳情署名は、皆さんの奮闘で２０１

９年１月末現在で１万５千筆超が集約されています。

都議会への陳情は、２０１８年１１月２７日に署

名（１１月末までの集約分）とともに提出しました。

審議は、２月２０からの都議会第１回定例会で行

われますが、２月１９日（火）午後１時から開催さ

れる、都議会厚生委員会で審議されます。

つきましは、２月１９日に開催される厚生委員会

の傍聴に各地域・団体からの参加を呼びかけます。

この間、要望のあった国保問題での宣伝用の「の

ぼり」を東京社保協として作成します。

今後予定されている、各自治体での４月からの国

保料（税）の引き上げの審議に対する宣伝や、一斉

地方選挙に向けた宣伝をはじめ、各候補者の選挙公

約にもつなげる必要があるため作成することになり

ました。

地域社保協には、３枚セットで無料で配布します

（団体は有料）。２月中に配布予定ですので積極的

に活用して下さい。

１月１４日（祝・月）、ロングラン「４の日」

署名・宣伝行動を巣鴨地蔵通り商店街入口で１１

時から１３時の２時間で行い、１０団体４２人

（中央団体９人、東京３３人『東京土建２８人』）

が参加しました。

この日は、「４の日」のとげぬき地蔵縁日と祝

日が重なり商店街は多数の参拝者で溢れかえって

いる中での宣伝行動と

なりました。

参加した団体から次々

と訴えが行われる中で、

ハガキ付きティッシュ

の受け取りはすさまじ

く、署名の訴えに多数

の方が足を止めて応え

てくれました。

この行動で、署名３

８８筆（２５条７３、

国保１４１、消費税１

０７、９条６７）、配布ティッシュは用意した１

万個を配布仕切りました。参加者の皆さん大変ご

苦労さまでした。

なお、次回は２月１４日（木）に巣鴨駅前で１

２時から１３時で行います。



渋谷社保協は１２月１９日、

渋谷駅ハチ公前で「なんでも

相談会」を開催し７団体１０

人が参加しました。

当日は、辺野古基地建設反対を呼びかける憲法

を守る宗教ネットの方たちのスピーチなどで大変

賑やかな中での相談活動でした。

寄せられた相談は３件で、すべて労働相談でし

た。「退職強要され、自主退職扱いにされた」

（４０代女性）、「派遣で働いているが、低賃金

で遊ぶ金もない」（２１歳女性）などの相談が寄

せられました。

渋谷社保協は、高すぎる

国保料の引き下げを求め

る請願を、４９７人の署

名とともに１２月３日に

区議会に提出しました。

区議会の審議まえには、会派要請を行い委員会

や本会議を傍聴しました。請願にたいしては、自

民党、公明、笑顔などが請願に反対しましたが、

その言い分は「国保料が高いのは良くわかるが、

限られた財源の中でのやりくりなのだから仕方が

ない」「国保にこれ以上一般財源から投入するの

は公平ではない」というものでした。結果、１２

月１０日の本会議で、共産、無所属などの賛成少

数で請願は不採択となりました。

（社保協ニュースより）

中野「なんでも相談会」実行委員会は、１２月

２７日及び１月２４日に毎月定例の相談会を開催

しました。この２回の相談会では、合計１５件の

相談が寄せられ、のべ３５人がスタッフとして参

加しました。

相談内容は、入院中の転院相

談や退院相談、ネットカフェぐ

らしで保険証無しで虫歯の治療

を受けたい相談、パワハラでう

つ状態になり教員を辞めて貯金を取り崩して生活

している。親にばれずに生活保護を受給したい。

等の相談が寄せられました。 （相談会

ニュースより）

北区社保協は１２月１８日、

この間行ってきた「なんでも

相談会」の事例を自治体に届

けながら、介護・高齢期・ま

ちづくりの問題で北区と懇談を行いました。

この懇談・交渉は、区民要求実現連絡会と北区

社保協の共同で２時間にわたって行われ、参加者

は３４人、北区側からは各部署から２７人が参加

しました。

要請・懇談では、撤退した元介護事業者から、

人材不足と介護労働者の収入などの深刻な実態が

報告され、人材不足だけでなく人材を惹きつける

魅力も不足している。区として人材確保策を検討

してほしいと要請しました。また、都内では特養

の平均１０％が空床で北区も待機者が６５９人い

る一方で６５床も空床があり、介護従事者の確保

がままならないことによる現象と思われます。区

として空床率を把握し、人材確保策を民間まかせ

にせず対応を行ってほしい、などを要望しました。

懇談の中で、「なんでも相談会」は４年目を迎

えており、今回は相談会のまとめを交えた実態報

告を区側に報告するとともに、相談会では答えの

出ない解決困難な事例も多く、病院や施設中にい

ては解らない事例が数多くあること。医師会など

と協力して、事例懇談会などを次年度は検討して

いるので、ぜひ北区からも参加してほしいと要請

しました。これに対して、北区も検討すると答え

ました。また、社協とも懇談する予定です。

（北区社保協ニュースより）
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１２月９日、「憲

法を守り、いかし地

方自治が生きるまち

東京」をメインスロー

ガンに、第１２回東

京地方自治研究集会

が明治大学リバティ

タワーで開催され、

のべ８００人が参加しました。

集会実行委員長の黒田兼一明治大学教授のあい

さつに続き基調報告が行われ、岡田知弘京都大学

大学院教授による「地方自治・地域再生をめぐる

対抗軸と展望、東京都政を住民の手に」と題した

記念講演が行われました。

昼休みをはさみ午後からは、地域医療構想と公

的医療の役割、我が事丸ごと共生社会のねらいと

課題など９つの分科会・講座に分れ交流を行いま

した。

この間、各地域社保協で就学援助基準の拡大や

就学援助の入学前支給に取り組んできました。

八王子市では２０１７年３月に、中野区では２

０１７年１２月に就学援助の入学前支給が開始さ

れました。また、世田谷区では来年度から就学援

助基準を広げる方向（生活保護基準の1.24倍から

約1.4倍）で検討を進めています。

引き続き、全自治体での実施と援助基準の拡充

を求めて取り組みましょう。
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政府は予定通り、２０１９年１０月から消費税率

を１０％に引き上げようとしています。

家計消費は低迷し、深刻な消費不況が続いていま

す。実質賃金は伸びず、年金受給額はさらに削られ

ようとしています。金融資産を持たない世帯が全世

帯の３割を超えるなど、格差と貧困は拡大する一方

です。

このまま税率が引き上げられれば、地域経済をさ

らに疲弊させ、中小企業や小規模事業者の営業を脅

かし、雇用不安を招くなど国民生活は大変な影響を

受けることになります。

政府が行おうとしている消費税増税のための景気

対策は、一時的で対象も限定され、富裕層ほど大き

な恩恵を受けるものです。「軽減」と宣伝されてい

る複数税率による混乱も心配されます。

消費財率引き上げのために莫大な予算をつぎ込む

など本末転倒であり、本気で景気対策を行うと言う

のなら、消費税１０％への増税こそ中止すべきです。

消費税廃止東京各界連絡会は、「１０月消費税１

０％ストップ！ネットワーク」の提起を受け、２月

と３月に「消費税増税阻止、キャラバン署名・宣伝

行動」を下記の日程で行うことになりました。

各地域・団体からの積極的な参加を呼びかけます。


